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The Function of Social Capital in the Cashless Payment 
－The Roles of Users’ General Trust and Payment Service Providers’ Trust 








そこで、2017 年に日本政府が公表した「未来投資戦略 2017」においては、今後 10 年




一方で、わが国においても 1960 年代から利用されているクレジットカード、1999 年に
J-Dedit として世に出たデビットカード、ソニーが開発して 2001 年にリリースされた Edy








                                                   
※本研究は、2019 年度現代ビジネス研究所 研究助成金の支援を受けたものである。 
1 昭和女子大学現代ビジネス研究所 研究員 b3_tsurusawa@swu.ac.jp 
2 「キャッシュレス支払手段による年間支払金額÷国の家計最終消費支出」と定義されている。 
3 Near Field Communication：ソニーとフィリップスが共同で開発した近距離無線通信の規格であり、非
接触 IC カードやスマホに装備することによって、「かざして通信する」ことができる。 
4 Alibaba の「支付宝：Alipay」（アリペイ）と Tencent の「微信支付：WeChat Pay」（ウィーチャットペ
イ）が 2 大サービスとなっている。 
5 利用者がスマホでバーコード等を提示し加盟店がレジで読み取って決済する方式（CPM：Consumer 
Present Mode）と、加盟店が表示した QR コードを利用者がスマホで読み取り、自分で金額を入力して決
済する方式（MPM：Merchant Present Mode）がある。 






























利用者は 8 割にのぼり、うち 70.3%はクレジットカードの利用者である。電子マネーの利
用者は全体の 27.4%、デビットカードとプリペイドカードの利用者が 20.6%となっている。
3 つの決済手段すべての利用者は全体の 6.4%である。また、年齢差や地域差もあり、20
                                                   




現金管理/ATM 網運営コスト約 2 兆円、小売/外食産業：現金取扱業務人件費約 6 兆円）が発生すると試
算している。 
8 2019 年 10 月から経済産業者が主導する形で「キャッシュレス・ポイント還元事業」が推進されており、








































                                                   




12 2019 年 12 月に実施し、関東圏 1 都 3 県（東京、千葉、神奈川、埼玉）在住の 20 歳代を対象に、予備
調査で 2,081 名、本調査では 662 名から回答を得ている。 
















おり、流通系 IC カードの 22%より高く、調査対象とした関東圏の 20 歳代の消費者のなか
では既に普及した決済手段と言える。 
 









～5000 円 5000 円超 
(1)現金  73%  53% 23% 22% 19% 
(2)クレジットカード  51%  46% 5% 15% 61% 
(3)交通系 IC ｶｰﾄﾞ  35%  19% 38% 15% 11% 
(4)流通系 IC カード  22%  16% 17% 12% 11% 
(5)スマホタッチ決済  25%  16% 13% 10% 11% 








て 61%と高いのに対し、交通系 IC カードは、「1000 円以下」で利用する人の比率が 38%
                                                   
13 「交通系 IC カード」は、Suica、PASMO といった駅でタッチして利用するカードであり、交通手段
以外に「買い物に利用」する場合についてのみ答えるように依頼している。また、「流通系 IC カード」は、
WAON、nanako、楽天 Edy といったお店でタッチして利用するカード、「スマホタッチ決済」は、QUIC 
Pay、iD といったお店でスマホをタッチして利用する支払い手段、「スマホ QR コード決済」は、PayPay、
LINEPay、d 払い、楽天 Pay といったお店でスマホに QR コードを表示したり、スキャンして利用する
支払い手段、と説明して回答を得ている。 























図表 2 利用する店舗種類別スマホ決済およびクレジットカード利用率 
 スマホタッチ決済 スマホ QR コード決済 クレジットカード 
コンビニ 74% 84% 57% 
ドラッグストア 57% 60% 50% 
スーパーマーケット 47% 52% 53% 
ファーストフード 48% 43% 44% 
カフェチェーン 42% 36% 42% 
レストラン 39% 34% 48% 
アパレル等ショップ 30% 31% 54% 
家電量販店 33% 34% 53% 
タクシー 30% 27% 37% 
スマホタッチ決済 N＝875、スマホ QR コード決済 N＝1,067、クレジットカード N＝222 
・利用率：利用する店舗別に「よく利用する」「時々利用する」と答えた人の比率 
・クレジットカード利用率は、スマホのタッチ決済と QR コード決済を利用している人のなかの比率 
 
                                                   
14 スマホ決済は複数の決済手段に対応しており、主にクレジットカードと紐付けして利用する楽天Pay、
主にチャージで利用する LINE Pay、クレジットカードでもチャージでも使われる PayPay など、同じサ
ービスでも資金決済のタイミング等が異なり、利用金額帯の特徴が現れづらくなっている点も指摘できる。 




図表 3 は、スマホのタッチ決済も QR コード決済も利用すると答えた人のなかでの、各
ブランドの利用率の上位順である。1 位の PayPay の利用率が 43%と頭ひとつ出ている。
大型キャンペーンと地道な加盟店開拓の成果と推測される。以下、2 位の楽天ペイ（33%）
から 8 位の d 払い（26%）まではそれほど差はなく、群雄割拠で各社が競い合っている状
況を表している。 
 
図表 3 スマホ決済のブランド別の利用率（上位順） 
1 PayPay 43% 4 モバイル Suica※ 32% 7 メルペイ 27% 
2 楽天 Pay 33% 5 QUIC Pay※ 30% 8 d払い 26% 
3 LINE Pay 32% 6 iD※ 28%    
N＝222    ・利用率：ブランド別に「毎日利用する」「週に数回程度利用する」と答えた人の比率 








分け、それぞれ一般的信頼に関する質問を行った。図表 4 が分析結果である。 
 
図表 4 決済手段別利用者の高信頼比率と比較 
  質問(1) 質問(2) 質問(3) 
 ①タッチ&QR決済 50% 55% 53% 
 ②タッチ決済のみ 37% 38% 25% 
 ③QR 決済のみ 38% 36% 26% 
 ④ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞのみ 28% 35% 33% 
 ⑤現金のみ 21% 27% 24% 
 ① タッチ&QR決済 vs ②タッチ決済のみ ** *** *** 
 ① タッチ&QR決済 vs ③QR 決済のみ ** *** *** 
 ① タッチ&QR決済 vs ④ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞのみ *** *** *** 

















一般的信頼については、先行研究で使われる 3 つの質問15を行い、4 段階のうち上位 2
段階の回答者を「高信頼」、下位 2 段階の回答者を「低信頼」と分類し、クロス集計表に
よる分析を行っている。各グループにおける「高信頼」の回答者の比率を「高信頼比率」
とし、図表 4 の上段に示した。 
例えば、質問(1)において「①タッチ&QR 決済」の高信頼比率は 50%であり、「⑤現金の
み」の高信頼比率 21%となっている。この両グループを比較する場合、「高信頼」「低信頼」
の実数から 2×2 のクロス集計表を作成し比率の差の検定を行っている。その結果は図表 4











頼比率を比較したのが図表 5 である。 
 
図表 5 可処分所得別の高信頼比率比較－「①タッチ&QR 決済」vs「⑤現金のみ」 
可処分所得  質問(1) 比較 質問(2) 比較 質問(3) 比較 
高所得 






⑤現金のみ 33% 40% 0% 
低所得 


















16「生活費を除き、小遣いとして 1 か月に自由に使えるお金がいくら程度ありますか」と質問している。 











信頼18を尋ねている。図表 6 が分析結果であり、上段に高信頼比率、下段に図表 4 と同様
に比率の差の検定を行った比較を示した。 
 
図表 6 決済事業者に対しての決済手段別利用者の高信頼比率と比較 
 楽天 NTTドコモ Yahoo！ メルカリ JCB JR東日本 LINE 
①タッチ&QR 決済 65% 64% 67% 54% 69% 65% 62% 
②タッチ決済のみ 70% 73% 74% 43% 80% 83% 66% 
③QR 決済のみ 70% 70% 66% 38% 80% 78% 64% 
④ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ 54% 47% 59% 34% 59% 62% 44% 
⑤現金のみ 51% 50% 48% 29% 53% 59% 52% 
①タッチ&QR 決済 vs ④ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞのみ * *** ー *** * ー *** 
①タッチ&QR 決済 vs ⑤現金のみ ** ** *** *** ** ー ー 
②タッチ決済のみ vs ④ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞのみ ** *** ** ー *** *** *** 
②タッチ決済のみ vs ⑤現金のみ *** *** *** * *** *** ** 
③QR 決済のみ vs ④ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞのみ ** *** ー ー *** ** *** 




楽天、NTT ドコモ、JCB については、「①タッチ&QR 決済」「②タッチ決済のみ」「③




                                                   
17 「⑤現金のみ」は可処分所得が他グループより低い傾向がある。質問(1)の高所得は 9 名、質問(2)の高
所得は 10 名となっている。 
18 楽天〔楽天 Pay〕、NTT ドコモ〔iD、d 払い〕、Yahoo！〔PayPay〕、メルカリ〔メルペイ〕、JCB〔QUIC 
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